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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転電気機械（4）に連結された回転軸（5）に電磁力を付与する複数の電磁石（51～54
）を有した磁気軸受（21,22）と、
　上記回転軸（5）の変位に応じた出力信号を出力する変位センサ（31,32）と、
　上記電磁石（51～54）を制御する制御器（40）と、
を備え、
　上記制御器（40）は、上記回転電気機械（4）の制御の為、又は上記回転電気機械（4）
が用いられる流体機械システム（1）の制御の為、又は該流体機械システム（1）を用いた
装置（100）の制御の為に検出され、且つ上記変位センサ（31,32）の周囲温度の変化に応
じて生じた上記出力信号のレベル変化に相関する１つ又は複数の参照値（R）に基づいて
該レベル変化を補償し、該レベル変化が補償された上記出力信号に基づいて上記制御を行
うことを特徴とする磁気軸受装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　上記制御器（40）は、１つ又は複数のパラメータを用いた変換則によって上記出力信号
を変換して上記補償を行うように構成されており、上記参照値（R）に応じて該パラメー
タを修正することを特徴とする磁気軸受装置。
【請求項３】
　請求項２において、
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　上記制御器（40）は、上記参照値（R）の変動幅が所定範囲内に収まっているか否かの
判定結果を用いて、上記パラメータを修正することを特徴とする磁気軸受装置。
【請求項４】
　請求項１から請求項３の何れかにおいて、
　上記流体機械システム（1）は、冷媒回路（110）に設けられた圧縮機であり、
　上記回転電気機械（4）は、上記圧縮機（1）を駆動する電動機であり、
　上記制御器（40）は、上記回転電気機械（4）の回転速度、上記回転電気機械（4）の制
御装置が実装された制御基板（160a）において検出された温度、上記冷媒回路（110）に
おける冷媒圧力、冷媒流量、及び上記回転電気機械（4）の電流値のうちの何れか１つの
検出値、又は２つ以上の上記検出値を組み合わせて求めた値を、上記参照値（R）として
用いることを特徴とする磁気軸受装置。
【請求項５】
　請求項１から請求項４の何れかの磁気軸受装置（10）と、
　上記回転電気機械（4）と、
　上記回転電気機械（4）に回転軸（5）によって連結された流体機械（3）と、
を備えたことを特徴とする流体機械システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気軸受装置及び磁気軸受を用いた流体機械システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電動機等の回転電気機械を有したシステムでは、回転軸を非接触で支持するために、磁
気軸受が用いられることがある。このような磁気軸受では、変位センサで検出した回転軸
の変位に基づいて、電磁石の電磁力を制御して回転軸の位置制御を行うのが一般的である
。
【０００３】
　この変位センサは、周囲の温度によって、いわゆるドリフトを出力に生じるので、正確
な位置制御を行うにはドリフトの対策が必要となる。ドリフトの対策例としては、変位セ
ンサの近傍に温度センサを設け、その温度センサの出力を用いて変位センサに生じたドリ
フトを打ち消すようにしたものがある（例えば特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平７－１３９５４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、回転軸の周囲は一般的にはスペースに余裕がなく、変位センサの近傍に
温度センサを取り付けられない場合もある。また、温度センサを取り付けるスペースがあ
ったとしても、温度センサの設置はコストアップに繋がる。
【０００６】
　本発明は上記の問題に着目してなされたものであり、磁気軸受装置において、変位セン
サの近傍に温度センサを設けることなく、変位センサ自身及び周囲温度の変化に応じて生
じた出力信号のレベル変化を補償できるようにすることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題を解決するため、第１の態様は、回転電気機械（4）に連結された回転軸（5
）に電磁力を付与する複数の電磁石（51～54）を有した磁気軸受（21,22）と、
　上記回転軸（5）の変位に応じた出力信号を出力する変位センサ（31,32）と、
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　上記電磁石（51～54）を制御する制御器（40）と、
を備え、
　上記制御器（40）は、上記回転電気機械（4）の制御の為、又は上記回転電気機械（4）
が用いられる流体機械システム（1）の制御の為、又は該流体機械システム（1）を用いた
装置（100）の制御の為に検出され、且つ上記変位センサ（31,32）の周囲温度の変化に応
じて生じた上記出力信号のレベル変化に相関する１つ又は複数の参照値（R）に基づいて
該レベル変化を補償し、該レベル変化が補償された上記出力信号に基づいて上記制御を行
うことを特徴とする。
【０００８】
　この構成では、回転電気機械（4）の制御の為等の目的で検出された参照値（R）を用い
て変位センサ（31,32）の出力信号のレベル変化が補償される。
【０００９】
　また、第２の態様は、第１の態様において、
　上記制御器（40）は、１つ又は複数のパラメータを用いた変換則によって上記出力信号
を変換して上記補償を行うように構成されており、上記参照値（R）に応じて該パラメー
タを修正することを特徴とする。
【００１０】
　この構成では、容易且つ正確に上記出力信号のレベル変化が補償される。
【００１１】
　また、第３の態様は、第２の態様において、
　上記制御器（40）は、上記参照値（R）の変動幅が所定範囲内に収まっているか否かの
判定結果を用いて、上記パラメータを修正することを特徴とする。
【００１２】
　この構成では、例えば、磁気軸受装置を用いたシステムの状態が安定したか否かに応じ
て変換則のパラメータが修正される。
【００１３】
　また、第４の態様は、第１から第３の態様の何れかにおいて、
　上記流体機械システム（1）は、冷媒回路（110）に設けられた圧縮機であり、
　上記回転電気機械（4）は、上記圧縮機（1）を駆動する電動機であり、
　上記制御器（40）は、上記回転電気機械（4）の回転速度、上記回転電気機械（4）の制
御装置が実装された制御基板（160a）において検出された温度、上記冷媒回路（110）に
おける冷媒圧力、冷媒流量、及び上記回転電気機械（4）の電流値のうちの何れか１つの
検出値、又は２つ以上の上記検出値を組み合わせて求めた値を、上記参照値（R）として
用いることを特徴とする。
【００１４】
　この構成では、冷媒回路を有したシステムに上記磁気軸受装置を用いた際に、第１から
第３の態様で得られる効果を発揮する。
【００１５】
　また、第５の態様は、第１から第４の態様の何れかの磁気軸受装置（10）と、
　上記回転電気機械（4）と、
　上記回転電気機械（4）に回転軸（5）によって連結された流体機械（3）と、
を備えたことを特徴とする流体機械システムである。
【００１６】
　この構成では、流体機械システムにおいて、上記磁気軸受装置で得られる効果を発揮す
る。
【発明の効果】
【００１７】
　上記の各態様によれば、磁気軸受装置において、変位センサの近傍に温度センサを設け
ることなく、変位センサ自身及び周囲温度の変化に応じて生じた出力信号のレベル変化を
補償できる。
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【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、本発明の実施形態に係る空気調和装置の配管系統図である。
【図２】図２は、本発明の実施形態１に係る圧縮機の構成例を示す。
【図３】図３は、ラジアル磁気軸受の構成例を示す横断面図である。
【図４】図４は、ラジアル磁気軸受の構成例を示す縦断面図である。
【図５】図５は、スラスト磁気軸受の構成例を示す平面図である。
【図６】図６は、スラスト磁気軸受の構成例を示す縦断面図である。
【図７】図７は、回転軸の変位量と変位センサの出力電圧との関係を例示する。
【図８】図８は、ラジアル制御部及びスラスト制御部で行われる出力信号の補償の概念を
示す。
【図９】図９は、ラジアル変位センサにおけるドリフトを説明する図である。
【図１０】図１０は、ラジアル制御部で行われる出力信号の補償の説明するブロック図で
ある。
【図１１】図１１は、温度センサの安定化指標の出力のタイミングチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。なお、以下の実施形態
は、本質的に好ましい例示であって、本発明、その適用物、あるいはその用途の範囲を制
限することを意図するものではない。
【００２０】
　《発明の実施形態１》
　以下では、本発明に係る実施形態として、磁気軸受装置を有した圧縮機を空気調和装置
に用いた例について説明する。
【００２１】
　〈全体構成〉
　図１は、本発明の実施形態に係る空気調和装置（100）の配管系統図である。同図に示
すように、空気調和装置（100）は、冷媒回路（110）を備えている。この冷媒回路（110
）は、冷媒が充填された閉回路であり、圧縮機（1）、凝縮器（120）、膨張弁（130）、
蒸発器（140）、及び電動機冷却制御装置（150）が設けられている。圧縮機（1）には、
種々の圧縮機を採用できる。この例では、構造を後に詳述するターボ圧縮機を採用してい
る。この圧縮機（1）は、電動機（4）で駆動されており、電動機（4）には電動機制御装
置（160）から電力が供給される。
【００２２】
　凝縮器（120）及び蒸発器（140）は、例えば、クロスフィン型の熱交換器を採用できる
。また、膨張弁（130）には、例えば電子膨張弁を用いる。なお、この冷媒回路（110）に
は、冷媒圧力を検出するセンサ、冷媒温度を検出するセンサが設けられている（何れも図
示を省略）。
【００２３】
　〈圧縮機〉
　図２は、本発明の実施形態１に係る圧縮機（1）の構成例を示す。この圧縮機（1）は、
いわゆるターボ圧縮機であり、本発明の流体機械システムの一例である。図２に示すよう
に、圧縮機（1）は、ケーシング（2）と、圧縮機構（3）と、電動機（4）と、回転軸（5
）と、ラジアルタッチダウン軸受（6）と、スラストタッチダウン軸受（7）と、磁気軸受
装置（10）とを備えている。
【００２４】
　－ケーシング－
　ケーシング（2）は、両端が閉塞された円筒状に形成され、円筒軸線が水平向きとなる
ように配置されている。ケーシング（2）内の空間は、壁部（2a）によって区画され、壁
部（2a）よりも右側の空間が圧縮機構（3）を収容する圧縮機構室（S1）を構成し、壁部
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（2a）よりも左側の空間が電動機（4）を収容する電動機室（S2）を構成している。そし
て、ケーシング（2）内を軸方向に延びる回転軸（5）が圧縮機構（3）と電動機（4）とを
連結している。
【００２５】
　－圧縮機構－
　圧縮機構（3）は、流体（この例では冷媒）を圧縮するように構成されている。圧縮機
構（3）は、本発明の流体機械の一例である。この例では、圧縮機構（3）は、羽根車（3a
）と、インレットガイドベーン（3b）とを備えている。羽根車（3a）は、複数の羽根によ
って外形が略円錐形状となるように形成され、回転軸（5）の一端に固定されている。ま
た、インレットガイドベーン（3b）は、流体（冷媒）の吸入口に設けられ、吸入量の制御
を行う弁である。
【００２６】
　－電動機－
　電動機（4）は、回転軸（5）を回転駆動するように構成されている。この例では、電動
機（4）は、固定子（4a）と回転子（4b）とを有している。固定子（4a）は、円筒状に形
成されてケーシング（2）内に固定されている。回転子（4b）は、円柱状に形成され、固
定子（4a）の内周に回転可能に設置されている。また、回転子（4b）の中心部に軸孔が形
成され、その軸孔に回転軸（5）が固定されている。
【００２７】
　－電動機制御装置－
　電動機制御装置（160）は、電動機（4）に供給する電力を制御することによって、電動
機（4）の発停、回転速度を制御する。この例では、電動機制御装置（160）は、コンバー
タ回路、インバータ回路、マイクロコンピュータを備え（何れも図示は省略）、それらが
基板（以下、制御基板（160a））上に実装されている。マイクロコンピュータは、インバ
ータ回路が有するスイッチング素子のスイッチング動作を制御する。そのため、マイクロ
コンピュータは、電動機（4）の回転速度や電動機（4）の電流値の情報が入力されている
。つまり、この空気調和装置（100）では、マイクロコンピュータを介して、電動機（4）
の回転速度や電動機（4）の電流値を取得できる。また、制御基板（160a）には、スイッ
チング素子などの保護の目的で温度センサ（図示を省略）が設けられており、マイクロコ
ンピュータは、インバータ回路の制御の際に、その温度センサの検出値を利用する。その
ため、空気調和装置（100）では、マイクロコンピュータを介して、制御基板（160a）に
おいて検出された温度情報を取得できる。
【００２８】
　－電動機冷却制御装置－
　この圧縮機（1）では、凝縮器（120）内の冷媒を電動機（4）の内部に流すことで電動
機（4）を冷却している。この例では、電動機（4）は、電動の開閉弁（150a）を介して凝
縮器（120）に配管接続されている。また、電動機（4）は、蒸発器（140）とも配管（以
下、戻し配管）で接続されており、電動機（4）内を流通して電動機（4）を冷却した冷媒
が蒸発器（140）に戻されている。上記戻し配管の途中には温度センサ（150b）が設けら
れている。電動機冷却制御装置（150）は、温度センサ（150b）の検出値に応じて、開閉
弁（150a）を制御し、電動機（4）に流入する冷媒の流量を制御する。それにより、この
冷媒回路（110）では、電動機（4）の温度を所定温度範囲に維持することができる。
【００２９】
　－タッチダウン軸受－
　この圧縮機（1）にはラジアルタッチダウン軸受（6）及びスラストタッチダウン軸受（
7）の２種類のタッチダウン軸受がある。ラジアルタッチダウン軸受（6）及びスラストタ
ッチダウン軸受（7）は、磁気軸受装置（10）が非通電であるとき（すなわち、回転軸（5
）が浮上していないとき）に回転軸（5）を支持するように構成されている。
【００３０】
　－磁気軸受装置－
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　磁気軸受装置（10）は、１つまたは複数（この例では、３つ）の磁気軸受と、１つまた
は複数（この例では、５つ）の変位センサ（31,32）と、制御器（40）とを備えている。
この磁気軸受装置（10）が備える磁気軸受は、被支持体（例えば回転軸（5）の被支持部
）を挟んで互いに対向する電磁石対を有し、電磁石対の合成電磁力（F）により被支持体
を非接触に支持するように構成されている。磁気軸受では、電磁石対に流れる電流対を制
御することにより、その電磁石対の合成電磁力（F）を制御してその電磁石対の対向方向
における被支持体の位置を制御することができる。そして、この例では、磁気軸受装置（
10）は、上記磁気軸受として、２つのラジアル磁気軸受（21）と、１つのスラスト磁気軸
受（22）とを備えている。
【００３１】
　－ラジアル磁気軸受－
　図３は、ラジアル磁気軸受（21）の構成例を示す横断面図である。また、図４は、ラジ
アル磁気軸受（21）の構成例を示す縦断面図である。図３および図４に示すように、ラジ
アル磁気軸受（21）は、第１～第４電磁石（51～54）を有し、ヘテロポーラ型のラジアル
磁気軸受を構成している。第１および第２電磁石（51,52）は、回転軸（5）の被支持部（
軸部）を挟んで互いに対向し、第１および第２電磁石（51,52）の合成電磁力（F）により
回転軸（5）の被支持部を非接触に支持する。第３および第４電磁石（53,54）は、回転軸
（5）の被支持部（軸部）を挟んで互いに対向し、第３および第４電磁石（53,54）の合成
電磁力（F）により回転軸（5）の被支持部を非接触に支持する。なお、第３および第４電
磁石（53,54）の対向方向（図３では、右肩下がり方向）は、平面視において第１および
第２電磁石（51,52）の対向方向（図３では、右肩上がり方向）と直交している。
【００３２】
　この例では、ラジアル磁気軸受（21）は、磁気軸受コア（61）と、８つのコイル（65）
とを備えている。磁気軸受コア（61）は、例えば、複数の電磁鋼板が積層されて構成され
、バックヨーク（62）と８つのティース（63）とを有している。バックヨーク（62）は、
円筒状に形成されている。８つのティース（63）は、バックヨーク（62）の内周面に沿う
ように所定間隔（この例では、４５°間隔）で周方向に配列され、それぞれがバックヨー
ク（62）の内周面から径方向内方へ向けて突出し、それぞれの内周面（突端面）が回転軸
（5）の被支持部の外周面と所定のギャップを隔てて対向する。
【００３３】
　８つのコイル（65）は、磁気軸受コア（61）の８つのティース（63）にそれぞれ巻回さ
れている。これにより、この例では、８つの電磁石部（第１～第８電磁石部（71～78））
が構成されている。具体的には、第１電磁石部（71）と第２電磁石部（72）と第７電磁石
部（77）と第８電磁石部（78）と第３電磁石部（73）と第４電磁石部（74）と第５電磁石
部（75）と第６電磁石部（76）とが図３における時計回り方向に順に配列されている。
【００３４】
　なお、コイル（65）の巻回方向およびコイル（65）に流れる電流の向きは、第１～第４
電磁石（51～54）の各々に吸引力（すなわち、回転軸（5）の被支持部（軸部）を引き寄
せる方向に作用する電磁力）が発生するように設定されている。具体的には、コイル（65
）の巻回方向およびコイル（65）に流れる電流の向きは、図３に示した矢印の方向に磁束
が発生するように設定されている。
【００３５】
　－スラスト磁気軸受－
　図５は、スラスト磁気軸受（22）の構成例を示す平面図である。また、図６は、スラス
ト磁気軸受（22）の構成例を示す縦断面図である。図５および図６に示すように、スラス
ト磁気軸受（22）は、第１および第２電磁石（51,52）を有している。そして、回転軸（5
）には、その他端部（羽根車（3a）が固定された一端部とは反対側の端部）に円盤状の部
分（以下、円盤部（5a））がある。そして、第１および第２電磁石（51,52）は、回転軸
（5）の被支持部である円盤部（5a）を挟んで互いに対向し、第１および第２電磁石（51,
52）の合成電磁力（F）により回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a））を非接触に支持す
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る。
【００３６】
　具体的には、この例では、スラスト磁気軸受（22）は、２つの磁気軸受コア（61）と、
２つのコイル（65）とを備えている。２つの磁気軸受コア（61）は、それぞれが円環状に
形成され、回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a））の軸方向両側に所定のギャップを隔
てて配置されている。また、磁気軸受コア（61）の対向面には、円周溝が全周に亘って形
成されている。２つのコイル（65）は、２つの磁気軸受コア（61）の円周溝にそれぞれ収
容されている。これにより、この例では、２つの電磁石（第１電磁石（51）と第２電磁石
（52））が構成されている。そして、第１および第２電磁石（51,52）に流れる電流を制
御することにより、第１および第２電磁石（51,52）の合成電磁力（F）を制御すれば、第
１および第２電磁石（51,52）の対向方向（すなわち、軸方向、図６では、左右方向）に
おける回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a））の位置を制御することができる。
【００３７】
　なお、コイル（65）の巻回方向およびコイル（65）に流れる電流の向きは、第１および
第２電磁石（51,52）の各々に吸引力（すなわち、回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a）
）を引き寄せる方向に作用する電磁力）が発生するように設定されている。具体的には、
コイル（65）の巻回方向およびコイル（65）に流れる電流の向きは、図６に示した矢印の
方向に磁束が発生するように設定されている。
【００３８】
　－変位センサ－
　図２に示すように、この圧縮機（1）には、ラジアル変位センサ（31）とスラスト変位
センサ（32）の２種類の変位センサが設けられている。この例では、ラジアル変位センサ
（31）及びスラスト変位センサ（32）は、何れも渦電流式の変位センサである。これらの
変位センサ（31,32）は、被支持体（この例では、回転軸（5）の被支持部）を挟んで互い
に対向する電磁石対（例えば、第１および第２電磁石（51,52）の組）に対応して設けら
れ、その電磁石対の対向方向における、中央位置（変位の基準位置であり、例えば、第１
電磁石（51）と第２電磁石（52）の間の中央位置）に対する被支持体の変位量（δ）を検
出するように構成されている。
【００３９】
　－ラジアル変位センサ（31）－
　この例では、ラジアル変位センサ（31）は、各ラジアル磁気軸受（21）に２つずつ設け
られている。つまり、圧縮機（1）には、４つのラジアル変位センサ（31）がある。これ
らのラジアル変位センサ（31）は、回転軸（5）における被支持部の中央位置に対する変
位量（δ）を検出するものであり、各ラジアル磁気軸受（21）では、一方のラジアル変位
センサ（31）が、第１電磁石（51）と第２電磁石（52）の対向方向（以下、Ｘ方向）を検
出する。Ｘ方向は、ラジアル磁気軸受（21）の径方向であって、図３では、右肩上がり方
向である。また、もう一方のラジアル変位センサ（31）は、第３電磁石（53）と第４電磁
石（54）の対向方向（すなわち、Ｘ方向と直交する径方向（以下、Ｙ方向と呼ぶ）であり
、図３では、右肩下がり方向）における変位量（δ）を検出する。
【００４０】
　－スラスト変位センサ（32）－
　スラスト変位センサ（32）は、圧縮機（1）に１つのみ設けられている。このスラスト
変位センサ（32）は、スラスト磁気軸受（22）における第１電磁石（51）と第２電磁石（
52）の対向方向（すなわち、回転軸（5）における軸方向（以下、Ｚ方向と呼ぶ）であり
、図６では、左右方向）の変位量（δ）を検出するものである。具体的にスラスト変位セ
ンサ（32）は、回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a））の、中央位置に対する変位量（
δ）を検出する。
【００４１】
　〈制御器〉
　制御器（40）は、被支持体（この例では、回転軸（5）の被支持部）が非接触に支持さ
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れるように、１つまたは複数の磁気軸受（21,22）を制御する。具体的は、制御器（40）
は、各磁気軸受（21,22）の電磁力を制御することによって、回転軸（5）の浮上制御動作
を行う。この例では、制御器（40）は、２つのラジアル磁気軸受（21）の浮上制御動作を
行うラジアル制御部（41）と、スラスト磁気軸受（22）の浮上制御動作を行うスラスト制
御部（42）とを含んでいる。なお、制御器（40）は、具体的には、マイクロコンピュータ
とそれを動作させるためのソフトウエアを格納したメモリディバイス等を用いて構成する
ことができる。
【００４２】
　－ラジアル制御部（41）－
　ラジアル制御部（41）は、X方向及びY方向のそれぞれにおける回転軸（5）の位置制御
を行うことによって上記浮上制御を行う。具体的に、ラジアル制御部（41）は、浮上制御
動作において、X方向及びY方向の各方向について、回転軸（5）の変位量（δ）と、予め
定められた位置指令値（δ*）との差分値（e）がゼロに収束するように、第１～第４電磁
石（51～54）を構成するそれぞれのコイル（65）に電流（制御電流（id））を流す。
【００４３】
　この浮上制御に際して、回転軸（5）の変位量（δ）として、ラジアル変位センサ（31
）の出力信号をそのまま用いることが考えられるが、ラジアル変位センサ（31）の出力信
号には、いわゆるドリフトが含まれている可能性がある。ここでのドリフトとは、ラジア
ル変位センサ（31）の周囲温度の変化に応じて、ラジアル変位センサ（31）において生じ
た出力信号のレベル変化である。ラジアル変位センサ（31）においてこのようなドリフト
が起こると、誤差を含んだ変位量（δ）に基づいて浮上制御を行うことになるので、正確
な浮上制御を行えない。そこで、ラジアル制御部（41）では、ラジアル変位センサ（31）
の出力信号における上記レベル変化を補償し、レベル変化が補償された出力信号に基づい
て回転軸（5）の位置の制御を行うようになっている。このレベル変化の補償については
、後に詳述する。
【００４４】
　－スラスト制御部（42）－
　スラスト制御部（42）は、Z方向における回転軸（5）の位置制御を行う。具体的に、ス
ラスト制御部（42）は、浮上制御動作において、Z方向について、円盤部（5a）の変位量
（δ）と、予め定められた位置指令値（δ*）との差分値（e）がゼロに収束するように、
第１および第２電磁石（51,52）を構成するそれぞれのコイル（65）に電流（制御電流（i
d））を流す。
【００４５】
　この浮上制御に際して、円盤部（5a）の変位量（δ）として、スラスト変位センサ（32
）の出力信号をそのまま用いることが考えられるが、スラスト変位センサ（32）の出力信
号にドリフトが含まれている可能性がある。スラスト変位センサ（32）においてこのよう
なドリフトが起こると、誤差を含んだ変位量（δ）に基づいて浮上制御を行うことになる
ので、正確な浮上制御を行えない。そこで、スラスト制御部（42）においても、スラスト
変位センサ（32）の出力信号における上記レベル変化を補償し、レベル変化が補償された
出力信号に基づいて円盤部（5a）の位置制御、すなわち回転軸（5）の位置の制御を行う
。このレベル変化の補償については、後に詳述する。
【００４６】
　〈出力信号の補償〉
　－補償の概念－
　図７は、回転軸（5）の変位量（δ）と変位センサ（31,32）の出力電圧（V）との関係
（以下、電圧特性）を例示している。電圧特性は、図７のような直線や或いは曲線のグラ
フで表せる（以下、電圧特性を示す直線や曲線を電圧特性曲線と呼ぶ）。また、図８は、
ラジアル制御部（41）及びスラスト制御部（42）で行われる出力信号の補償の概念を示す
。図８に示すように、これらの制御部（41,42）では、１つ又は複数の変換パラメータ（C
）を用いて表された変換則によって上記出力信号を変換して上記補償を行う。ここで、変
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換則とは、出力電圧（V）を変位量（δ）に変換する法則であり、制御部（41,42）では、
電圧特性曲線を１つ又は複数の変換パラメータ（C）を係数とした関数によって表し、そ
の関数によって変位センサ（31,32）の出力信号（出力電圧（V））を変位量（δ）に変換
する。
【００４７】
　一般的に、変位センサ（31,32）の電圧特性曲線は、該変位センサ（31,32）の周囲温度
に応じて変化する。すなわち、変位センサ（31,32）の出力には温度依存性がある。例え
ば、電圧特性曲線が一次直線で表せるとすれば、変換パラメータ（C）としては、温度の
関数として表されたその直線の傾きと、その直線の切片とを用意しておけば、変位センサ
（31,32）の出力には温度依存性があっても正確な変位量（δ）を求めることができる。
【００４８】
　これを実現するため、本実施形態の制御部（41,42）では、空気調和装置（100）内で得
られる参照値（R）を用いて変換パラメータ（C）を求めている。ここで、参照値（R）と
は、電動機（4）の制御の為、又は電動機（4）が用いられる圧縮機（1）の制御の為、又
は該圧縮機（1）を用いた空気調和装置（100）の制御の為に検出されるものであって、且
つ変位センサ（31,32）の周囲温度の変化に応じて生じた、変位センサ（31,32）の出力信
号のレベル変化に相関する検出値である。このような参照値（R）は、磁気軸受（21,22）
を有した装置における温度、圧力、電圧など種々のものを採用できる（具体例は後述する
）。そして、変換パラメータ（C）は、１つの参照値（R）から求めても良いし、いくつか
の参照値（R）を用いて１つの変換パラメータ（C）を算出してもよい。例えば、冷媒の流
量（体積）や圧力を組み合わせて温度を算出したりするのである。
【００４９】
　本実施形態では、ラジアル制御部（41）及びスラスト制御部（42）のそれぞれにおいて
、上記概念に基づく出力信号の補償を行う。以下では、代表でラジアル制御部（41）を例
として、本実施形態で行われる出力信号の補償について、説明する。
【００５０】
　－ラジアル制御部（41）における補償－
　図９は、ラジアル変位センサ（31）におけるドリフトを説明する図である。このラジア
ル変位センサ（31）は、電圧特性が直線グラフで表せ、該ラジアル変位センサ（31）の周
囲温度に応じて、その直線の切片が変化し、傾きは変化していない。ここでは、説明の便
宜のため、この切片の変化量をドリフト量（D）と呼ぶことにする。
【００５１】
　そして、図１０は、ラジアル制御部（41）で行われる出力信号の補償の説明するブロッ
ク図である。ラジアル制御部（41）では、参照値（R）と変換パラメータ（C）とのペアを
複数組記憶した変換テーブル（図中では温度ドリフトマップと表記）を格納しておく。
【００５２】
　参照値（R）としては、一例として「冷媒温度」を採用することが考えられる。一般的
に、「冷媒温度」は、空気調和装置（100）の制御において必要な情報であり、冷媒回路
（110）には、「冷媒温度」を検出する温度センサが設けられる。例えば、本実施形態で
は、電動機（4）の冷却に用いる冷媒の温度を検出する温度センサ（150b）を利用するこ
とができる。圧縮機（1）では、電動機（4）の回転速度が比較的大きい場合には、回転軸
（5）の温度が上昇し、更にはラジアル変位センサ（31）の温度も上昇する傾向にある。
また、電動機（4）の回転速度が比較的大きい場合には、電動機（4）の冷却に利用された
冷媒の温度も高くなり、その結果、温度センサ（150b）も上昇する傾向にある。すなわち
、温度センサ（150b）の出力電圧値は、ラジアル変位センサ（31）のドリフト量（D）に
相関することになる。そこで、ラジアル制御部（41）では、温度センサ（150b）の検出値
とその検出値に対応したドリフト量（D）とのペアを複数組み格納した変換テーブルをメ
モリディバイスに格納しておく。図１０の例では、基準の参照値（R）における切片と、
テーブル化する参照値（R）における切片との差をドリフト量（D）として、テーブル化す
る参照値（R）とドリフト量（D）とのペアを、想定できる周囲温度の範囲に応じて、制御
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器（40）の上記メモリディバイスに所定数格納する。図１０の例では、参照値（R）＝２
３℃の時のドリフト量（D）を基準値（＝０ｍｍ）としている。
【００５３】
　そして、ラジアル磁気軸受（21）の運転中は、ラジアル制御部（41）は、ラジアル変位
センサ（31）の出力電圧（V）を検出した際に上記補償を行う。詳しくは、ラジアル制御
部（41）は、変換テーブルを利用して、参照値（R）（すなわち温度センサ（150b）の検
出値）に対応するドリフト量（D）を求める。この際、温度センサ（150b）による検出値
が変換テーブル内に存在しない場合には、変換テーブル内の値を用いて補間するなどして
、対応するドリフト量（D）を求めればよい。つまり、ドリフト量（D）を変換テーブルか
ら求めることで変換則で使用するパラメータを修正するのである。
【００５４】
　このようにして、ドリフト量（D）が求まると、基準温度におけるラジアル変位センサ
（31）の電圧特性曲線（以下、基準特性曲線）が既知であるので、現在のラジアル変位セ
ンサ（31）に対応した変位量（δ）を求めることができる。現在の電圧特性は、図９に示
すように、基準特性曲線に対して切片がずれているので、ラジアル制御部（41）は、基準
特性曲線に基づく変位量（δ）を算出し（図１０では一次位置検出値）、その算出値に対
してドリフト量（D）を加算している。このラジアル磁気軸受（21）には２つのラジアル
変位センサ（31）が設けられているので、ラジアル制御部（41）は、それぞれのラジアル
変位センサ（31）の出力信号の補償を行っている。これにより、温度の影響が補償された
変位量（δ）をＸ方向及びＹ方向のそれぞれについて求めることができる。
【００５５】
　なお、上記電圧特性を示す直線の傾きも上記周囲温度に依存する場合は、変換テーブル
には、周囲温度と、該周囲温度に対応した切片の変化量と、該周囲温度に対応した傾きの
変化量との３つのデータを一組として変換テーブルに格納することになる。
【００５６】
　また、２つのラジアル変位センサ（31）で１つの変換テーブルを共用してもよいし、ラ
ジアル変位センサ（31）毎に別個の変換テーブルを用意しておいてもよい。
【００５７】
　〈本実施形態における効果〉
　以上のように、本実施形態によれば、磁気軸受装置において、変位センサの近傍に温度
センサを設けることなく、変位センサ自身及びその周囲温度の変化に応じて生じた出力信
号のレベル変化（上記の例ではドリフト）を補償できる。
【００５８】
　なお、変換則で使用するパラメータの修正に利用できる冷媒温度は、電動機冷却制御装
置（150）に係る冷媒の温度には限定されない。
【００５９】
　《発明の実施形態２》
　本発明の実施形態２では、不連続な値を採る変換パラメータ（C）を用いた例を説明す
る。本実施形態では、空気調和装置（100）の運転状態が安定したか否かの指標値（以下
、安定化指標と呼ぶ）を変換パラメータ（C）として用いる。
【００６０】
　図１１は、温度センサ（150b）の安定化指標の出力のタイミングチャートである。図１
１では、温度センサ（150b）の出力（T）を空気調和装置（100）の運転開始時点から示し
てある。本実施形態では、温度センサ（150b）の出力（T）の振幅が所定の閾値（Tt）以
上の場合に安定化指標＝０であり、閾値（Tt）よりも小さい場合に安定化指標＝１である
。図１１の例では、時刻（t）＝ｔ１以降で振幅が閾値（Tt）よりも小さくなっている。
そして、本実施形態の制御部（41,42）では、この安定化指標を変換パラメータ（C）とし
て変換則に組み込んであり、該安定化指標に応じて変換則で使用するパラメータを修正す
るようになっている。
【００６１】
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　例えば、空気調和装置（100）では、該空気調和装置（100）の運転状態が安定する前は
、変位センサ（31,32）の周囲温度が比較的低い状態で安定し、該運転状態が安定化する
と該周囲温度が比較的高い状態で安定する場合がある。このような場合には、安定化指標
に応じて（ここでは安定化指標が０か１かに応じて）、変換則で使用するパラメータを修
正することによって、温度の影響が補償された変位量（δ）を求めることができる。した
がって、本実施形態でも、磁気軸受装置において、変位センサの近傍に温度センサを設け
ることなく、変位センサ自身及びその周囲温度の変化に応じて生じた出力信号のレベル変
化を補償できる。
【００６２】
　《その他の実施形態》
　なお、上記実施形態で説明した、変位センサの出力信号補償は、スラスト磁気軸受、或
いはラジアル磁気軸受の一方のみを備えた装置にも適用できるし、両方を備えた装置にお
いて、何れか一方の磁気軸受に対してのみ適用してもよい。
【００６３】
　また、上記実施形態で説明した、変位センサの出力信号補償は、圧縮機の他に、発電機
（例えば水力発電や風力発電）、ポンプ等の磁気軸受の制御に利用してもよい。
【００６４】
　また、出力電圧（V）を変位量（δ）に変換する変換則の中で、別の法則（サブ変換則
と呼ぶ）を用いて新たなパラメータを求めるような場合には、参照値（R）に応じて、使
用するサブ変換則を切り換えるようにしてもよい。サブ変換則の切り換えは、例えば、以
下のように、変換則z(x)で用いるサブ変換則の式y(x)を、参照値（R）であるxの値に応じ
て切り換える例を挙げられる。
【００６５】
　－サブ変換則の切り換え例－
　　変換則：z(x)=2y(x)
　　　y(x)=ax+b　（ｘ＞R0の場合)
　　　y(x)=ax2　（x≦R0の場合)
　　　　ただし、R0は閾値であり、a,及びbは定数である。
【００６６】
　このように、本発明の「参照値（R）に応じて該パラメータを修正すること」は、この
ようなサブ変換則を切り換えつつ新たなパラメータを求めることも含む概念である。
【００６７】
　また、参照値（R）には種々の検出値を採用できる。具体的には、以下を例示できる。
勿論、これらのいくつかを組み合わせて変換パラメータ（C）を求めてもよい。
【００６８】
　（１）回転電気機械（電動機）の回転速度
　電動機（4）等の回転電気機械において回転速度が大きくなると変位センサ（31,32）の
周囲温度が高くなり、回転速度が小さくなると該周囲温度が低くなる場合がある。このよ
うな場合には、回転電気機械の回転速度に応じて変換則で使用するパラメータを修正する
ことができる。
【００６９】
　（２）回転電気機械の電流
　回転電気機械に流れる電流が大きくなると変位センサ（31,32）の周囲温度が高くなり
、電流が小さくなると該周囲温度が低くなる場合がある。このような場合には、回転電気
機械の電流に応じて変換則で使用するパラメータを修正することができる。
【００７０】
　（３）冷媒の圧力、流量
　空気調和装置（100）では、運転状態に応じて冷媒圧力が変化する。また。一般的に、
空気調和装置（100）には冷媒圧力のセンサが設けられる。したがって、圧力センサの検
出値が変位センサ（31,32）の周囲温度に相関する場合には、その検出値に応じて変換則
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で使用するパラメータを修正することができる。
【００７１】
　また、空気調和装置（100）では、圧縮機（1）の回転速度などの情報を用いて冷媒の流
量を算出できる。冷媒流量は変位センサ（31,32）の周囲温度に相関する場合があり、そ
のような場合には、冷媒流量に応じて変換則で使用するパラメータを修正することができ
る。
【００７２】
　（４）制御基板における温度
　制御基板（160a）には、スイッチング素子などの保護の目的で温度センサ（図示を省略
）が設けられている。その温度センサが、例えば、インバータ回路が有するスイッチング
素子の温度に相関している場合などには、その検出値は、変位センサ（31,32）の周囲温
度に相関することが期待され、そのような場合には、その検出値に応じて変換則で使用す
るパラメータを修正することができる。
【００７３】
　（５）インレットガイドベーンの開度
　レットガイドベーン（3b）の開度は、例えば流体の流量（上記の例では冷媒流量）によ
って制御される。つまり、インレットガイドベーン（3b）の開度は、流体の流量を反映し
ている。したがって、流体の流量が変位センサ（31,32）の周囲温度に相関する装置では
、インレットガイドベーン（3b）の開度に応じて変換則で使用するパラメータを修正する
ことができる。
【００７４】
　《変位センサの応用》
　上記のようにラジアル変位センサ（31）やスラスト変位センサ（32）の出力信号の補償
が可能になると、回転軸（5）のダイナミックバランスの調整をより正確に行える。
【００７５】
　周知のダイナミックバランスの調整手法としては、いわゆる影響係数を求め、その影響
係数に基づいて、必要なバランスウエイトの重量とバランスウエイトの位置とを決定する
手法がある。この影響係数は、ダイナミックバランスを調整する回転体に固定された修正
面に、試し錘を取り付けて、その回転体を所定の速度で回転させて、計測面にて計測され
る振れを元に算出するのが一般的である。しかしながら、高速回転が要求される回転体（
例えば上記の回転軸（5））では、影響係数を計測する際に回転体を高速回転させる必要
があるし、試し錘の取り付け作業も繁雑である。そこで、以下の例では、試し錘の取り付
けも、回転軸（5）の高速回転も行うことなく影響係数を求める方法を例示する。なお、
以下の例では、回転軸（5）に直交する２つの面において、いわゆる２面釣合わせを行う
ことを想定している。よって計測面、修正面はそれぞれ２つある。計測面は、ラジアル磁
気軸受において、変位センサ（Ｘ方向及びＹ方向）が配置される、回転軸に直交する面で
ある。修正面は各計測面の近くに固定される、回転軸に直交する面（図２では省略）であ
る。
【００７６】
　〈影響係数の算出〉
　影響係数（αとする）は、磁気軸受と被支持体との間の動剛性の逆数（以下、動コンプ
ライアンスと呼ぶ）であるＧと、回転軸（5）の回転速度（周波数で表しΩとする）とを
用いると次式で表せる。
　αｊｉ（Ω）＝Ω２Ｇｊｉ（Ω）　・・・式（１）
【００７７】
　上式から分かるように、周波数Ωで回転軸（5）を運転している際の動コンプライアン
ス（G）を計測できれば、その場合の影響係数（α）を算出することができる。ここで、
各変数の添え字ｊは、計測面を示している。この例では、１が羽根車側の計測面（以下、
第１計測面）に対応し、２が羽根車とは反対側の計測面（以下、第２計測面）に対応する
ものとする。また、添え字ｉは、修正面を示している。この例では、１が羽根車側の修正
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面（第１修正面）に対応し、２が羽根車とは反対側の計測面（第２修正面）対応している
ものとする。例えば、Ｇ１１（Ω）は、回転軸（5）を周波数Ωで運転した場合における
、第１修正面と第１計測面との間における動コンプライアンス（G）を意味する。
【００７８】
　そして、本実施形態では、電磁石（51～54）の電磁力によって回転軸（5）を加振し、
その際の各ラジアル変位センサ（31）における変位量（δ）をサンプリングすることで電
磁石から計測面への動コンプライアンス（G）（疑似動コンプライアンス（G’））を算出
する。電磁石面（電磁石の配置される回転軸に直交する面）と修正面とは、軸方向の位置
が異なるため、疑似動コンプライアンス（G’）は動コンプライアンス（G）とは異なるが
、容易に変換可能である。この加振の制御は、本実施形態では、電磁石（51～54）の制御
係を有したラジアル制御部（41）が行っている。
【００７９】
　具体的に、ラジアル制御部（41）は、まず、回転軸（5）を浮上させて静止させ、次に
、一方のラジアル磁気軸受（21）によって、周波数Ωの加振力で回転軸（5）を加振させ
る。この例では、ラジアル制御部（41）は、始めに、第１ラジアル磁気軸受（21）によっ
て、Ｘ方向に回転軸（5）を加振している。詳しくは、ラジアル制御部（41）は、Ｘ方向
の電磁力を発生する第１および第２電磁石（51,52）に対する、支持力の指令値に、加振
力に相当する指令値（以下、加振力指令値（Fe*））を重畳して新たな指令値を生成する
。なお、加振力としては、例えば周波数Ωの正弦波とすることが考えられる。このように
して生成した新たな指令値に基づいて電磁石（51～54）に流す電流を制御すれば、回転軸
（5）が加振されることになる。
【００８０】
　この場合、ラジアル磁気軸受（21）の制御系において、新たな指令値が入力されてから
電磁石が支持力を発するまでの伝達特性が、周波数Ωにおいてゲイン０ｄＢ、位相０度で
あると仮定すると、加振力指令値（Fe*）に相当する力が回転軸（5）に加えられることに
なる。それぞれのラジアル変位センサ（31）の出力（δ）には、静止浮上させた際におけ
るノイズによる変動成分と、加振による変動成分とを含まれることになる。つまり、この
例では、それぞれのラジアル変位センサ（31）の出力は、周波数Ωの正弦波成分を含んで
いる。
【００８１】
　そして、ラジアル制御部（41）は、第１ラジアル磁気軸受（21）に対応したラジアル変
位センサ（31）の出力（δ）、及び加振中の加振力指令値（Fe*）を、適宜、サンプリン
グしてフーリエ変換する。このフーリエ変換により、Ｘ方向の変位量（δ）に含まれる周
波数Ωの成分や、加振力指令値（Fe*）に含まれる周波数Ωの成分を抽出できる。
【００８２】
　この例では、ラジアル変位センサ（31）の出力（δ）を加振力指令値（Fe*）で除算し
た値が疑似動コンプライアンス（G’）であるので、フーリエ変換の結果を用いると、周
波数Ωにおける疑似動コンプライアンス（G’）を算出できる。具体的に、ラジアル制御
部（41）は、Ｘ方向の変位量（δ）に含まれる周波数Ωの成分を、加振力指令値（Fe*）
に含まれる周波数Ωの成分で除算してＧ’１１（Ω）を求めている。同様に、ラジアル制
御部（41）は、第２ラジアル磁気軸受（21）に対応したラジアル変位センサ（31）のＸ方
向の変位量（δ）に含まれる周波数Ωの成分を、加振力指令値（Fe*）に含まれる周波数
Ωの成分で除算してＧ’２１（Ω）を求めている。
【００８３】
　更に、ラジアル制御部（41）は、第１ラジアル磁気軸受（21）によって、Ｙ方向にも回
転軸（5）を加振させる。この際、ラジアル制御部（41）は、加振中における加振力指令
値（Fe*）、及びラジアル変位センサ（31）の出力（δ）を、適宜、サンプリングすると
ともに、Ｙ方向加振時のＧ’１１（Ω）、及びＧ’２１（Ω）を算出する。そして、ラジ
アル制御部（41）は、Ｘ方向に加振して求めたＧ’１１（Ω）とＹ方向に加振して求めた
Ｇ’１１（Ω）との平均値をこの装置におけるＧ’１１（Ω）とし、Ｘ方向に加振して求
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けるＧ’２１（Ω）としている。理論的にはＸ方向に加振した場合の動コンプライアンス
（G）とＹ方向に加振した場合の動コンプライアンス（G）とは等しく、何れか一方の動コ
ンプライアンス（G）を算出すればよいとも考えられるが、製造ばらつき等によって両者
が等しくならない場合もあるので、この例では各方向の加振で得たデータを平均化してい
る。
【００８４】
　更に、第２ラジアル磁気軸受（21）によって回転軸（5）を加振すれば、Ｇ’１２（Ω
）、及びＧ’２２（Ω）を算出することができる。このように、疑似動コンプライアンス
Ｇ’１１（Ω）、Ｇ’２１（Ω）、Ｇ’１２（Ω）、及びＧ’２２（Ω）を求め、さらに
力・モーメントのつり合いの関係から動コンプライアンスＧ１１（Ω）、Ｇ２１（Ω）、
Ｇ１２（Ω）、及びＧ２２（Ω）へ変換すると、式（１）によって影響係数α１１（Ω）
、α２１（Ω）、α１２（Ω）、及びα２２（Ω）を算出できる。これらの影響係数（α
）が求まると、周知の方法により、必要なバランスウエイトの重量と、バランスウエイト
の位置を決定することができる。
【産業上の利用可能性】
【００８５】
　本発明は、磁気軸受装置、及び磁気軸受装置を用いた流体機械システムとして有用であ
る。
【符号の説明】
【００８６】
　１　　　　　圧縮機（流体機械システム）
　３　　　　　圧縮機構（流体機械）
　４　　　　　電動機（回転電気機械）
　５　　　　　回転軸
　１０　　　　磁気軸受装置
　２１　　　　ラジアル磁気軸受（磁気軸受）
　２２　　　　スラスト磁気軸受（磁気軸受）
　３１　　　　ラジアル変位センサ（変位センサ）
　３２　　　　スラスト変位センサ（変位センサ）
　４０　　　　制御器
　５１　　　　第１電磁石
　５２　　　　第２電磁石
　５３　　　　第３電磁石
　５４　　　　第４電磁石
　１００　　　空気調和装置
　１１０　　　冷媒回路
　１６０ａ　　制御基板
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